
   
 

 

 

貸 借 対 照 表 

２０２５年３月３１日現在 

（単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

(資産の部) 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

完 成 工 事 未 収 入 金 

契 約 資 産 

未 収 入 金 

未 成 工 事 支 出 金 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産  

建 物 

建 物 附 属 設 備 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ） 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産  

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

 

 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

6,006,897 

299,697 

2,392,632 

3,160,026 

73,111 

1,915 

79,513 

 

 

 

 

 

 

 

5,602,347 

4,920,119 

2,472,828 

605,917 

82,511 

1,177,578 

1,276 

580,006 

 

17,107 

3,338 

13,768 

  

 

665,121 

584,010 

2,650 

8,303 

60,838 

9,625 

△307 

 

 

 

(負債の部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

工 事 未 払 金 

短 期 借 入 金 

１年以内返済長期借入金 

リース債務（1 年以内） 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

未 成 工 事 受 入 金 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 （ 長 期 ） 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

敷 金 

 

負  債   合  計 

 

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資  本  金 
 

利 益 剰 余 金 

 利 益 準 備 金 

 その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

純 資 産 合 計 

 

1,699,817 

130,900 

1,016,148 

97,400 

55,104 

435 

135,616 

85,264 

28,302 

9,505 

4,200 

92,643 

44,298 

 

1,314,683 

1,067,844 

968 

113,096 

27,401 

105,373 

 

3,014,501 

 

 

8,491,998 

200,000 
 

8,291,998 

50,000 

8,241,998 

3,533,864 

4,708,134 

 

102,744 

102,744 

 

8,594,743 

資 産 合 計 11,609,244 負債・純資産合計 11,609,244 

(注) 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しています。 



   

 
 

個 別 注 記 表 

２０２４年４月 １日から 

２０２５年３月３１日まで 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的債券 

償却原価法 

② その他有価証券 

   ｱ) 市場価格のない株式等以外のもの 

     時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平 

     均法により算定） 

   ｲ) 市場価格のない株式等 

     移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法によっています。 

② 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法によっています。 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法(ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並び

に2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備については定額法)を採用していま

す。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェアは、社内における利用

可能期間(5 年)に基づく定額法によっています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 
 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額に基づき計

上しています。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を

計上しています。 



   

 
 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してい

ます。 

(5) 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上しています。 

 

４．収益及び費用の計上基準  

工事契約に係る収益は、工期がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識しております。なお､履行義務の充足に係る進捗

度の見積りの方法は､工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出

しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができな

いが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合

には、原価回収基準を適用しております。工期がごく短い工事については、一定の

期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識してお

ります。 

 

 

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 

 
（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用） 

「法人税、住民税、及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年

10 月 28 日。以下「2022 年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用

しております。法人税等の計上区分に関する改正については、2022 年改正会計基準

第 20－3 項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022 年改正適

用指針」という。）第 65-2 項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりま

す。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。 

 

 

Ⅲ 貸借対照表に関する注記 
 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

  (1)担保に供している資産 

建物・設備     2,648,381 千円 

    土   地        328,334 千円 

    投資有価証券     64,342 千円 

 計           3,041,058 千円 

上記の建物・設備及び土地は根抵当に対する担保です。また、投資有価証券は住

宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金等として札幌法務局に供託して

います。 

(2)担保に係る債務 

   短期借入金       97,400 千円 

      長期借入金     1,122,948 千円 

     計       1,220,348 千円 



   

 
 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

 2,309,559 千円 

 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権         23,873 千円 

    短期金銭債務         7,430 千円 

 

４．退職給付債務 

退職給付債務の額   188,234 千円 

   年金資産の額      75,138 千円 

   退職給付引当金    113,096 千円 

 

 

Ⅳ 税効果会計に関する注記 
 

１． 繰延税金資産の主な発生原因は、退職給付引当金繰入額等によるものです。 
２． 「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年3月31日

に国会で成立したことに伴い、2026年4月1日以後開始する会計年度より、「防衛

特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年4月1日以

後開始する会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産およ

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.4%から31.3%に変更し計算してお

ります。この税率変更により、当会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債を控除

した金額）の金額は1,264千円増加し、法人税等調整額が1,264千円減少しており

ます。 

 

 

Ⅴ 一株当たり情報に関する注記 
 

１．一株当たり純資産額 

2,864 円 91 銭 

２．一株当たり当期純利益 

118 円 20 銭 

 

Ⅵ 当期純損益額 

 
   当期純利益 354,611 千円 

 

 

 本個別注記表に記載されている金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。 


